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要旨：さまざまな立場の「カウンセラー」，285 名を対象に，職域メンタルヘルスに対する関心を
調査した．質問紙は群馬県内のカウンセリング団体に依頼し，配布・回収した．
質問紙の回収率は 40.7％（116�285 名）であった．所属別では産業カウンセリング協会が 52.2％

（60�115 名），臨床心理士会が 33.0％（33�100 名），その他の団体が 32.9％（23�70 名）であった．
職域メンタルヘルスに，多くは「強い関心」（87.1％），「参加意欲」（82.8％）を示した．しかし

「参加する時間的余裕がある」は 48.3％，「情報が十分に得られる」は 11.2％に留まった．
研修・講演では，「受講経験」は 61.2％だが，「担当経験」は 31.0％であった．カウンセラーと

しての業務経験では，「相談への対応」は 46.6％，「職業適性などのキャリア・カウンセリング」は
40.5％，「受診説得」は 37.9％であったが，「社内のメンタルヘルス・ケアシステムの構築への関与」
は 18.1％であった．なお，各質問項目で，所属別にみると，産業カウンセラーが積極的，臨床心
理士では消極的なことが特徴的であった．職域メンタルヘルス・ケアに関係する各職種のコミュ
ニケーションの促進をめざすネットワークの構築については，63.8％が積極的な関心を示した．
職域メンタルヘルスに積極的な関心をもつカウンセラーに関して本調査により確認された以上

の情報を元に，職域メンタルヘルスへ対応するカウンセラーのリストが作成され，『群馬職域メン
タルヘルス交流会』という名称のネットワークが設立された．

（日職災医誌，55：61─68，2007）
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I．はじめに

産業保健においては，勤労者へのメンタルヘルス・ケ
アにおける相談・カウンセリングの重要性が指摘される
機会が増えている．勤労者がメンタルヘルスの相談をす
る際，自分の勤務している事業所内よりも，外部のメン
タルヘルス専門家への相談を求め，また産業医，精神科
医，看護師などの医療職よりも，カウンセラーへの相談

が望まれる傾向にあり，職域メンタルヘルス・ケアにお
けるカウンセラーに対する需要は潜在的には大きいと予
測される．しかし，事業所内産業保健スタッフを対象と
した調査では，メンタルヘルス専門医療機関に比較し，
カウンセラー，カウンセリング機関の所在，サービス・
活動内容についての情報は乏しく，メンタルヘルス相談
にカウンセラーが利用されることは多くない1）．
職域において，カウンセラーは個人を対象としたカウ

ンセリングや心理アセスメントだけでなく，従業員への
メンタルヘルス講演などの教育的・啓発的な活動へとそ
の役割を拡大してゆこうとしている2）3）．しかし，カウン
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表1 回答者の属性

n＝116

 %n

69.881女性性別
30.235男性

 5.2 629歳以下年齢
 7.8 930～34歳
10.31235～39歳
18.12140～44歳
16.41945～49歳
19.82350～54歳
16.41955～59歳
 5.2 660歳以上
 0.9 1無回答

51.760産業カウンセリング協会所属
28.433臨床心理士会
19.823その他

セラーの役割は産業保健スタッフに十分に理解されてお
らず，カウンセラーが講演・教育を依頼される機会は限
られている．事業場外に存在するカウンセラーが，現場
で職域メンタルヘルスに従事している産業医，産業看護
職と交流し，職域のカウンセリングへの需要を知る機会
は少なく，カウンセリング技法などが異なる団体，研究
会，学会に属するカウンセラーが相互に交流する機会も
乏しい．
このような状況を改善するためには，職域メンタルヘ

ルスに関心のあるカウンセラーの所在を確認し，職域で
のカウンセリングについての情報を交換するネットワー
クを構築することが必要と思われる．群馬産業保健推進
センターでは，職域メンタルヘルスに関係する各職種が
交流するネットワークを早急に構築することが業務計画
として予定されていた4）．
本調査では，群馬県内の職域メンタルヘルスに関連の

ある各種カウンセリング団体・機関に所属するカウンセ
ラーを対象に，職域メンタルヘルスへの関心・参加意欲，
職域におけるメンタルヘルス・研修の受講・講師の経
験，ネットワークへの参加意思などについて質問した．
本調査により，職域メンタルヘルスに積極的な関心を

もつカウンセラーの所在を確認して，カウンセラー相互
および職域メンタルヘルス関連各職種との連携を促進す
るためのネットワーク形成のための基礎的な資料を得
た．その後のネットワークの進展についても紹介する．

II．方 法

1．対象と調査方法
群馬県内の臨床心理士会，産業カウンセリング協会な

ど職域メンタルヘルスに関連のある各種カウンセリング
団体・機関に所属するカウンセラー 285 名を対象とし
た．カウンセラー団体に調査趣旨を説明した上でカウン
セラー個人に質問紙を郵送し，回収した．調査期間は
2004 年 7 月～8月上旬であった．
2．質問紙の構成
職域メンタルヘルスにおけるカウンセリングの意識に

ついて，以下の内容を含む自記式の質問紙を作成した．
1）職域メンタルヘルスにおけるカウンセリング業務

への関心や参加意欲
2）職域メンタルヘルス研修・講演の受講，あるいは担

当経験，および，受講あるいは担当した研修・講演の内
容
3）職域メンタルヘルスにおけるカウンセリングにつ

いての意見
4）今後の『職域メンタルヘルス・ネットワーク』への

参加意思，および『職域メンタルヘルス対応カウンセリ
ング機関リスト』への掲載希望 など

III．結 果

質問紙は対象者 285 名に配布し，116 名から有効回答
を得た．回収率は 40.7％で，所属別の回収率は，産業カ
ウンセリング協会 60�115 名（52.2％），臨床心理士会 33�
100 名（33.0％），その他の団体 23�70 名（32.9％）であっ
た．
1．回答者の属性（表 1）
1）性別
女性は 81 名（69.8％），男性は 35 名（30.2％）であった．
2）年齢
平均年齢は 46.2±9.6 歳（22～67 歳），5歳ごとの年齢階

層別の度数分布では，50～54 歳がもっとも多く（19.8％），
次いで 40～44 歳（18.1％）であり，40～50 歳代が中心で
あった．
3）所属団体
産業カウンセリング協会が 60 名（51.7％）でもっとも

多く，次いで臨床心理士会 33 名（28.4％），その他 23
名（19.8％）であった．
このように，回答を寄せたカウンセラーの約 7割が女

性であり，年齢も 40～50 歳代が 7割を占めていた．若い
男性のカウンセラーの関心の低さが将来的には気になる
点であった．また，回答者の過半数が産業保健に従事す
る看護師，保健師，衛生管理者が主体の産業カウンセラー
で，心理カウンセラーは，臨床心理士会主体で 3割程度
となっており，二群の性質の異なるカウンセラーから構
成されていた．
2．職域メンタルヘルスにおけるカウンセリング業務

への関心（表 2）
「強い関心がありますか」の質問に対し，「はい」と回
答したものは 101 名（87.1％）であり，多くのカウンセ
ラーが職域メンタルヘルスに強い関心を寄せていた．し
かし，所属別にみると，産業カウンセリング協会では 59�
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表2　職域メンタルヘルスにおけるカウンセリング業務への関心

n＝116

無回答いいえは い
%n%n%n

カウンセリング業務に
0.0012.91587.1101 強い関心がありますか

33.31166.72233名［所属別］　 　臨床心理士会
 1.7 198.35960名産業カウンセリング協会
13.0 387.02023名その他

0.9187.9102  11.213派遣などの情報は十分に得られますか
93.931 6.1 233名［所属別］　 　臨床心理士会
83.35016.71060名産業カウンセリング協会

4.3191.321 4.3 123名その他

5.2646.65448.3 56参加する時間的余裕はありますか
69.72327.3  933名［所属別］　 　臨床心理士会
35.02156.7 3460名産業カウンセリング協会
43.51056.5 1323名その他

0.0017.22082.8 96機会があれば積極的に関与したいですか
42.41457.6 1933名［所属別］　 　臨床心理士会
 3.3 296.7 5860名産業カウンセリング協会
17.4 482.6 1923名その他

表3 希望するカウンセリング業務（積極的関与を望む者96名）について

n＝96

 %n

70.868社員からのメンタルヘルス相談への対応
60.458カウンセリングマインド・傾聴訓練についての研修・講演
59.457メンタルヘルス全般についての研修・講演
56.354ストレスマネジメント，セルフケアについての研修・講演
52.150事例への継続的カウンセリング
36.535産業カウンセリング実務についての研修・講演
34.433上司からの相談，人事・総務部門との調整など（マネージャーコンサルテーション）
31.330復職援助，リハビリ出勤の調整
31.330社内のメンタルヘルスケア・システム構築と整備
29.228職業の選択・適性などについての相談・助言（キャリア・カウンセリング）
26.025主治医との連絡，調整
22.922メンタルヘルス専門医療機関への受診説得
 5.2 5その他

60 名（98.3％）であったのに対し，臨床心理士会では 22�
33 名（66.7％）に留まった．
「派遣依頼などの情報は十分に得られますか」では，「は
い」と回答したものは全体で 13 名（11.2％）のみであり，
この領域の情報の乏しさが明らかとなった．
「参加する時間的余裕がありますか」については，「は
い」が 56 名（48.3％）であった．所属別にみると，産業
カウンセリング協会では 56.7％であったが，臨床心理士
会では 27.3％と少なかった．
「機会があれば積極的に関与したいですか」は，「はい」
が 96 名（82.8％）であった．所属別では，産業カウンセ
リング協会が 96.7％であったのに対し，臨床心理士会で
は 57.6％であった．
以上のように，職域メンタルヘルスへの関心および参

加意欲に関しては，全体的には高い関心が示されたが，
所属別の内訳では産業カウンセリング協会と臨床心理士

会においてかなりの解離が認められた．
3．希望するカウンセリング業務（表 3）
「希望する業務内容」について重複回答で尋ねたとこ
ろ，「社員からのメンタルヘルス相談への対応」，「メンタ
ルヘルス全般」，「ストレス・マネジメント」など，メン
タルヘルス全般に関する業務への希望は 50～70％と高
かった．しかし，「復職援助・リハビリ出勤の調整」，「キャ
リア・カウンセリング」，「マネージャーコンサルテー
ション」，「主治医との連絡調整」など，職域のメンタル
ヘルス特有の業務については，30～20％と希望が少な
く，消極的な姿勢が目立った．
4．職域メンタルヘルス研修・講演の経験（表 4，5）
1）受講経験
「研修・講演を受講した経験」について，「あり」と回
答したものは 71 名（61.2％）であった．受講経験のある
71 名について所属別にみると，産業カウンセリング協会
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表4　職域メンタルヘルス研修・講演の経験

n＝116

その他　n＝23産業カウンセリング協会　n＝60臨床心理士会　n＝33全 体　n＝116　
 %n %n %n %n

研修・講演の受講経験
60.914 81.7 4924.2  861.2 71あり
26.1611.7 772.7 2431.9 37なし
13.036.743.0 1 6.9  8無回答

研修・講演の担当経験
39.1930.0 1827.3  931.0 36あり
52.212 66.7 4069.7 2364.7 75なし
 8.72 3.32 3.0 1 4.3 5無回答

表5 職域メンタルヘルス研修・講演の内容

担当経験　n＝36受講経験　n＝71
%n%n

91.73388.7 63カウンセリングマインド・傾聴訓練
50.01888.7 63メンタルヘルス全般
55.62062.0 44ストレスマネジメント，セルフケア
25.0 956.3 40産業カウンセリング実務
27.81019.7 14その他

表6 職域メンタルヘルス関連のカウンセリング業務の経験

n＝116

無回答なしあり
%n%n%n

1.7251.7 6046.6 54企業内で社員からのメンタルヘルス相談に対応
3.4456.0 6540.5 47職業の選択・適性などについての相談・助言
3.4458.6 6837.9 44メンタルヘルス専門機関への受診を説得
3.4462.1 7234.5 40上司からの相談，人事・総務部門との調整
3.4467.2 7829.3 34メンタルヘルス専門医（担当医）との連絡・調整
1.7270.7 8227.6 32企業内で事例への継続的カウンセリング
2.6369.8 8127.6 32復職援助，リハビリ出勤の調整
3.4469.0 8027.6 32企業内で電話やメールによるカウンセリング
4.3570.7 8225.0 29配属転換の調整
3.4478.4 9118.1 21社内のメンタルヘルスケア・システム構築と整備

では 49�60 名（81.7％）であったが，臨床心理士会では 8�
33 名（24.2％）と少なかった．この結果は，産業カウンセ
リング協会所属のカウンセラーが資格を取得するための
研修で，何らかの受講経験があるのに対して，臨床心理
士会ではそのような機会がほとんどないことを反映する
ものと思われた．
受講経験者に研修・講演の内容を重複回答で尋ねたと

ころ，「メンタルヘルス全般について」（88.7％），「カウン
セリングマインド・傾聴訓練について」（88.7％），「スト
レス・マネジメント」（62.0％），「産業カウンセリング実
務について」とほぼ偏りなく，受講していた．
2）担当経験
一方，職域メンタルヘルス研修・講演を担当した経験

のある者は，36 名（31.0％）と少なかった．しかし，その
内訳を所属別にみると，産業カウンセリング協会では 18

名（30.0％），臨床心理士会でも 9名（27.3％）と差は見ら
れなかった．
担当した研修や講演の内容を重複回答で尋ねたとこ

ろ，「カウンセリングマインド・傾聴訓練」（91.7％）が圧
倒的に多く，「ストレスマネジメント・セルフケア」
（55.6％），「メンタルヘルス全般について」（50.0％）と続い
たが，「産業カウンセリング実務」については 25.0％と低
くなっていた．
このように研修・講演の担当については，所属によら

ず一定の経験があると思われたが，その内容は一般的な
メンタルヘルス研修が主であった．前項で示したように
「産業カウンセリング実務」についての研修などの受講経
験はある程度あるが，講演依頼があまり寄せられていな
いと思われた．
5．職域メンタルヘルスにおけるカウンセリング業務
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表7 職域メンタルヘルスにおけるカウンセリングについての意見（自由記載）

1．職域メンタルヘルス全般とカウンセリング
・中高年の自殺者の急増で，カウンセリングの必要性が高まっている．
・公務員においてもカウンセリングの考え方は必要である．
・職域メンタルヘルスは勤労者個人のみならず，家庭，社会全体にも関連していることなので，その対応は非常に重要である．
・リストラや企業の速い変化についていけない人間は，ストレスを悪化させ，アルコール依存や自殺などの問題が増えており，メンタ
ルヘルスへのニーズは増えている．

・職域メンタルヘルスのカウンセリングへの要請は，時代によって変化していくものと思うが，最近は特に不景気で福利厚生面がカッ
トされてきており，その影響を受けている．

・カウンセリングは人間関係の構築の意味では必要だと思うが，部下の話を受け止められる上司はとても少ないのが現状である．しか
し，たとえ部下の話を受け止められないような上司のもとであっても，自分を強く持ち，職場での人生を意義あるものにできるよう
支援していくことは大切だと思う．

2．相談・カウンセリング専門機関のリスト
・本来の業務の片手間にやっているのが現状で，紹介できる専門機関があればありがたい．
・職域メンタルヘルス関連機関のリストができることを期待している．
・核家族化し，地域での連携が希薄化しており，どこに，どのように相談すべきかがわからない人が多い現状であるから，この種の
ネットワークは役立つと思う．また相談を受ける側にとっても，大きな支援となると思う．

3．他職種・カウンセラー相互の連携
・専門病院での医療場面，自営のオフィスで職場の不適応者へのカウンセリングを医師と連携しながら行っている．
・利用者にとっては，職場内での相談よりも，職場外での相談の方が受けやすいようである．
・地域，家庭との連携が急務．
・産業保健推進センターのような機関がパイプ役になってほしい．
・クライアントを紹介（リファー）したい時，信頼できるカウンセラーの所在についての情報が少ないので，カウンセラー相互のネッ
トワークがあると助かる．

・主治医とコンタクトを取ろうと思っても，時間的な制約がある．良いコミュニケーションの方法はないか？
4．カウンセラーの資質向上・教育
・日頃は行っていないが必要性は感じている．
・関わる必要性は痛感しているが，時間的余裕がない．
・カウンセリングの有資格者でも，カウンセリング能力に疑問を感じる場合があるので，個々のレベルアップが必要と思う．

5．メンタルヘルス教育・予防
・事業場における労働者の心の健康づくりに関する指針をもっと周知させるべきと思う．
・THPをもっと積極的に行う必要があると思う．
・メンタルヘルス疾患への予防について，教育の必要性を痛感する．
・管理者へのメンタルヘルス教育により，職域での心の健康の保持増進が効果的になると思う．
・教育を早期に実施できたらと思う．
・コーチングが盛んだが，その前に傾聴訓練が必要だと思う．

6．メンタルヘルスケア・システムの構築
・カウンセリングルームの立ち上げから10年間関わり，システムを整備した経験がある．
・役所でのメンタルヘルス・システムの構築と整備に関わりたいので勉強したい．
・事業所でのメンタルヘルス不全者への対応でスタッフが途方に暮れている．産業保健スタッフを支援するシステムを作ってほしい．
・児童家庭支援センターに勤務しているが，産業カウンセラーの資格をとり，施設の指導員・保育士らのメンタルヘルスにも意識が行
くようになった．必要に応じてカウンセリングを行っている．

7．その他
・キャリアカウンセリングは需要が高まると思う．今後に期待したい．

（表 6）
職域メンタルヘルスにおけるカウンセリング業務の経

験としては，「企業内で社員からのメンタルヘルス相談に
対応」が 54 名（46.6％）でもっとも多かった．次いで
「職業の選択・適正などについての相談・助言」が 47 名
（40.5％），「メンタルヘルス専門機関への受診を説得」が
44 名（37.9％）であった．このように，職域メンタルヘル
スにおけるカウンセリングの経験を有するカウンセラー
の場合には，個別事例への対応だけでなく，復職支援，
職業の選択・適性などについての相談など，職域メンタ
ルヘルスに特有のカウンセリングについても対応してい
る様子が覗われた．このうち，「社内のメンタルヘルス・
ケアシステムの構築と整備」についての経験は 18.1％と
やや少なかった．
6．職域メンタルヘルスにおけるカウンセリングにつ

いての意見（表 7）
職域メンタルヘルスに関する意見を回答者全員に自由

記述で求めたところ，18 名から回答を得た．
主な意見は，職域メンタルヘルスおよびカウンセリン

グの必要性，相談・カウンセラーのリスト整備の要望，
職域メンタルヘルスに関連する人々の連携とネットワー
クの必要性，メンタルヘルス予防と教育の必要性，事業
所内のメンタルヘルスケア・システムの構築の必要性，
支援者の支援などであった．
7．ネットワーク等への参加希望（表 8）
『職域メンタルヘルス・ネットワーク』への参加を希望
するものは，74 名で回答者全体の 63.8％であった．所属
別では，産業カウンセリング協会では 46�60 名（76.7％）
と多かったが，臨床心理士会では 12�33 名（36.4％）で
あった．
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表8　職域メンタルヘルス・ネットワーク等の参加意思

n＝116

 無回答 希望しない　希望する
 %n %n %n

18.121 18.1 21 63.8 74『職域メンタルヘルス・ネットワーク』への参加
24.2839.4 13 36.4 1233名［所属別］　 　臨床心理士会
15.098.3576.7 4660名産業カウンセリング協会
17.4413.0 369.6 1623名その他

22.426 58.6 68 19.0 22『職域メンタルヘルス専門カウンセリング機関リスト』への掲載
27.3963.6 21 9.1  333名［所属別］　 　臨床心理士会
18.311 63.3 38 18.3 1160名産業カウンセリング協会
26.1639.1 934.8  823名その他

『職域メンタルヘルス対応カウンセリング機関リスト』
への掲載を希望するものは全体で 22 名（19.0％），所属別
では，産業カウンセリング協会は 11 名（18.3％），臨床心
理士会は 3名（9.1％）のみで極めて少なかった．
このように職域メンタルヘルスにおけるカウンセリン

グに対し，強い関心を持つものは多いが，実際にネット
ワーク等の参加の意思を確認するとかなり減少した．

IV．考 察

1．職域カウンセラーの役割とその変化
職域でのメンタル疾患の事例は，比較的症状が軽いが，

多様であるため，職域におけるカウンセラーには，幅広
く対応できる知識と技術，また特定のカウンセリング手
法のスペシャリストであるより，ゼネラリスト的カウン
セラーであることが望まれている5）．
「働く人の健康づくり協会」が 1993 年に事業場の心理
相談担当者に行った調査では6），経験したメンタルヘル
ス問題の多くは，職場不適応や統合失調症などの事例へ
の個別対応であり，「将来のことを考えての心の健康対
策」は 19％（重複回答）と少なかった．しかし最近の産
業場面では，従来のカウンセラーの役割だけでなく，コ
ンサルタントとして，またエデュケーターとしての比重
が多くなり，メンタルヘルス支援活動の中心的役割を果
たすことが期待されている7）．
佐藤も対象者の心の成長をサポートするアプローチを

挙げており，この活動においては産業カウンセラーや心
理相談担当者が重要な役割をもつと述べている8）．
本調査でも，研修会や講演を担当した経験のある者は

31％を占めた．また担当したテーマには，ストレス・マ
ネジメントやセルフケアなど予防的で，自己の成長につ
ながる内容が含まれており，カウンセラーらは，心の健
康対策において既にある程度の教育的役割を果たしてい
ることが覗えた．
今後の産業保健におけるカウンセリングの役割につい

て，新田らは，産業構造および企業組織の急速な変化に
伴い，人事部門との連携が必要な『キャリア・カウンセ
リング』，安全衛生委員会への参加，内部EAP的な活動，

他部門との連絡調整，中長期的なメンタルヘルス計画の
策定など，勤労者をとりまく環境としての企業組織自体
の改善へ関わる活動へ拡大し，多様化してゆく見通しを
指摘している9）．
本調査では，キャリア・カウンセリングやマネー

ジャー・コンサルテーションに関する業務を経験したこ
とのある者は 35～40％に達した．しかし，社内のメンタ
ルヘルスケア・システムの構築・整備については，その
業務を希望する者 31％に対し，実際に関わった経験をも
つ者は 18％とやや少なかった．今後，一層の活動が望ま
れる分野である．
2．産業カウンセラーと心理カウンセラー
事業場外のメンタルヘルス専門職への調査では，専門

医への受診が必要だが未受診である対応困難事例を，回
答者の 56％が経験していた1）．早期の精神科医への受診
が理想だが，実際には精神科10），あるいは相談する11）こと
に対する偏見のために受診につながらないことが多い．
一方で，「精神科医よりもカウンセラーの方が相談しや

すい」という意見をしばしば耳にする．職域におけるカ
ウンセラーには，産業カウンセラーと，臨床心理士など
の心理カウンセラーの二種の性質の異なるカウンセラー
が含まれているが，本調査の結果では，二種のカウンセ
ラーは職域メンタルヘルスに関して異なる態度を示して
いた．
1）産業カウンセラー
産業カウンセリング協会所属のカウンセラーの多く

は，すでに産業保健，健康管理部門の現場で働いている
看護師，保健師，衛生管理者で，職域に限定されたカウ
ンセリングの資格を取得した人々である．職域メンタル
ヘルスについて日頃から関心や意識の高い人たちといえ
る．彼らはこれまで労働行政に沿って，産業医を中心と
した産業保健システムの中で活動してきており，従業員
に近い場所で，より専門性を高めながら活動の場を着実
に広げていくものと思われ，今後，職域メンタルヘルス
におけるカウンセリングにおいて，中核的な位置を占め
るものと予測される．
2）心理カウンセラー
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今後，職域メンタルヘルスにおいては，心理カウンセ
ラーへの需要が増えるのは確実と思われるが，本調査で
は，状況はそれに対応する成熟をしていないことが示唆
された．すなわち心理カウンセラー，特に臨床心理士で
は，職域メンタルヘルスについて消極的な回答が目立っ
た．臨床心理士の活動エリアは，医療，教育，司法，福
祉関係など多岐にわたる．さらに文科省の『教育相談体
制の充実』8）に対応するため，学校現場で，児童・思春期
の事例へのカウンセリングに追われている．このような
背景が，職域メンタルヘルスへの関心の相対的低さに影
響していると思われる．
しかし，臨床心理士のうち 67％は職域メンタルヘルス

に強い関心を示し，58％は機会があれば積極的に関与す
ることを希望した．彼らの職域メンタルヘルスについて
の関心や意欲は決して低いわけではないが，職域メンタ
ルヘルスについての情報が乏しいため，関心はあるが，
参加する機会が閉ざされているように思われた．一方，
開業している心理カウンセラーは，所属学会等を問わず，
この領域に積極的な関心を示した．
3．ネットワーク構築の必要性
カウンセリング手法や所属団体が異なると，お互いの

所在を知らないために，カウンセラー相互の交流，情報
交換の機会が乏しい傾向があることが，心理カウンセ
ラーの意見から窺われた．従って，今後，職域のメンタ
ルヘルスにおけるカウンセリングを充実してゆくために
は，カウンセラー相互のネットワークの形成が必要と思
われた．カウンセラーの多くが，職域メンタルヘルスへ
の関心をもっているにもかかわらず，十分な情報がなく，
また産業現場での需要と結びつかない現状は，カウンセ
ラーを含む他職種の連携とネットワーク，また職域メン
タルヘルスに対応可能なカウンセラーの所在の実用的リ
ストなどを利用者の提供する方策により改善する可能性
があるように思われた．
4．『職域メンタルヘルス対応カウンセリング機関リス

ト』の作成
本調査では，職域メンタルヘルスについての意識調査

に加えて，職域メンタルヘルスに対応可能なカウンセ
ラーのリストへの掲載について意向を尋ねた．リスト掲
載を希望したカウンセラーには，さらに所属学会・団体，
資格，経験年数，手法などの詳細な情報について記載し
てもらった．
このような情報をもとに，機関名，連絡方法，電子メー

ルアドレスを記載したリストを作成し，群馬産業保健推
進センター・群馬労働局と共同編集し，県内事業所に配
布した『メンタルヘルス対応マニュアル』に添付した．
本邦では，『カウンセラー』の定義は不明確であり，種々

の手法，資格，団体がいわば百家争鳴の状態であり，時
あたかも，医療心理士の国家資格化問題が微妙な時期で
もあったが，あえて，カウンセラーの質的な評価・審査

などは行わず，リストを作成した．
カウンセラーを選ぶのは，あくまでも『市場』，利用者

であり，カウンセラーの所在という最小限の情報を提示
することが，この分野の成熟・発展のきっかけになれば
と考えた．対応マニュアルおよびカウンセラーリストの
初版は 2005 年 8 月に発行され，2006 年 8 月には，リスト
の改訂版を発行した．このマニュアルおよびリストは群
馬県の多くの事業所の産業保健の現場で広く使用されて
いる．
5．『群馬・職域メンタルヘルス交流会』の設立とネッ

トワーク構築について
最後に，本調査をきっかけにして構築されつつある

ネットワークの活動について紹介する．
群馬産業保健推進センターを事務局として，2005 年 3

月，カウンセラーを含む，産業医，精神科医，産業看護
職，衛生管理者，事業所の労務担当者，EAP等，職域メ
ンタルへルス関連の職種横断的なネットワーク形成を目
的とした交流会『群馬・職域メンタルヘルス交流会
（Gunma Occupational Mental Health Network，
GOM）』が発足した．この交流会はホームページをもち，
そこにメイリングリストと，事務局からのメールマガジ
ンを設置し，ネットを通じて，この分野に関心をもつ人
たちが自由に参加する仕組みを提供している．そこでは
カウンセラーを中心に活発なオンラインの discussion
が行われ，手法など背景の異なるカウンセラーがオフ会
（off-line meeting）を開催して，職域におけるカウンセリ
ングの問題点，今後の展望を議論している．さらに職域
メンタルヘルスについての情報交換を主な目的に，2006
年 6 月，医療系大学の産業看護系教員や各事業所の保健
師・看護師が緩く連携した形態の『群馬産業看護研究会』
が発足し，職域メンタルヘルスに関心をもつカウンセ
ラーとの交流も始まっている．
本調査をきっかけとして実質化したこのようなネット

ワークが今後の職域カウンセリングの発展に寄与するこ
とを期待したい．
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The objective of this study was to investigate mental health counselors’concerns toward mental health
care in the workplace. Subjects were 285 counselors who belong to various counselors’groups in Gunma pre-
fecture. Questionnaires were sent to the secretaries of these groups who distributed them to the members.

A total of 116 counselors completed the questionnaire（response rate, 40.7％）: 60�115（52.2％）from the In-
dustrial Counselors Association, 33�100（33.0％）from the Society of Clinical Psychologists and 23�70
（32.9％）from other groups.

Most counselors reported deep concern about（87.1％）and a strong desire to participate in（82.8％）men-
tal health care programs in the workplace. However, they reported not having time to participate（51.7％）and
not receiving sufficient information about programs（88.8％）. With respect to seminars and lectures on mental
health care in the workplace, 61.2％ of them participated in（them）as an audience member and 40.5％ as a lec-
turer. As counselors in the workplace, they had engaged in“individual counseling for workers”（46.6％）,“career
counseling”（40.5％）and“persuasion to seek medical treatment”（37.9％）. Only 18.1％ of them had participated
in“management of the mental health care system in the workplace”.
Questionnaire results showed considerable differences between groups with respect to attitudes toward

mental health care in the workplace. Counselors in the Industrial Counselors Association showed much more
positive attitudes than did those in the Society of Clinical Psychologists. When asked about a networking group
to promote communication among workers in the field of occupational mental health, 63.1％ of counselors
showed interest in participating.

On the basis of the above-mentioned responses, we compiled a list of counselors for mental health care in
the workplace and started a network for the workplace, the Gunma Occupational Mental Health Network
（GOM）.
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